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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、序章「刑事訴訟における証拠調べ請求権」、第１編「証拠調べ請求権の発展」、そして第２編「証
拠調べ請求権の制限論」から構成される。 
 序章では、証拠調べ請求権の観点から、わが国の刑事訴訟法の沿革を振り返った場合、裁判所が証拠の採否
と評価の両方を行う権限をもつという点では、現行刑事訴訟法も旧刑事訴訟法（すなわち、大正刑事訴訟法）
も変わらないこと、しかし、その旧刑事訴訟法はドイツ法をモデルにしていたにもかかわらず、ドイツ刑事訴
訟の証拠調べ請求権の保障に関する理論や立法を継受するものではなかったことを確認する。 
 第１編では、ドイツの1877年ライヒ帝国刑事訴訟法が制定される過程で、証拠の採否を裁判所の専断的裁量
に委ねる草案の規定が変更され、当事者が自己の費用で公判廷に顕出した証拠の取調べを裁判所に強制できる
規定が設けられたこと、ライヒ帝国刑事訴訟法においては、この証拠調べ強制とともに、当事者には、裁判所
の費用による証拠調べを請求する権利が認められたこと、ただし、証拠調べ請求の却下は裁判所の決定による
とだけ規定されたこと、この請求却下基準についてライヒ裁判所は判例で極めて厳格な枠をはめ、証明事実と
証拠方法を特定する適式な証拠調べ請求がなされた場合、実質的に裁判所に対し証拠調べを義務づけるものと
したこと、とくに、裁判所が自らの主観的な実体形成（心証形成）を理由に被告人の請求にかかる証拠の評価
を「先取り」し、実体形成の結果にもはや影響しないという理由で証拠調べ請求を却下することを許さないと
したこと、すなわち、判例で「証拠予断の禁止」原則が形成されたことを確認していく。この当事者の証拠調
べ請求権、証拠調べ強制は、刑事裁判を真正面から治安維持機構請に組み込み、刑事裁判の簡潔化・効率化を
標榜したナチス期に、立法で廃止されるに至る。しかし、ライヒ裁判所は、このナチスの立法に抵抗し、証拠
調べ請求が不当に拒否された事案を、被告人の権利論の枠組みではなく、裁判所の義務論の枠組みで、すなわ
ち、裁判所の事案解明義務に違反した事案として法的救済を与えることになる。ナチス期には、裁判所の事案
解明義務が証拠調べ請求権の代役を担ったといえる。戦後、ドイツ連邦共和国が成立し、刑事訴訟法において
も当事者の証拠調べ請求、証拠調べ強制の規定が復活し、同時に、請求却下基準に関するライヒ裁判所の厳格
な運用がそのまま立法化されることになる。また、ナチス期に証拠調べ請求権の機能を代理して担った裁判所
の事案解明義務の法的枠組みは、戦後も、基本的に維持されることとなり、ここに、当事者の証拠調べ請求権
と裁判所の事案解明義務を二つの柱として、証拠調べ手続における被告人の主体的な関与を実現、保障しよう
とする戦後ドイツ刑事訴訟法の基本的な枠組みができあがる。この法的枠組みの下でドイツの刑事訴訟法は、
当事者、とくに被告人の請求や顕出にかかる証拠の取調べの必要性について、裁判所の裁量が働く余地を厳格
に規制ないし制限することとなる。 
 しかし、他方で、ドイツ刑事訴訟法は、刑事司法が機能不全に陥らないように当事者の証拠調べ請求権につ
いて最小限の例外も認めた。それが、第２編のテーマでもあり、具体的には証拠調べ請求権、証拠調べ強制な
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どを認めない「自由な証明」や、請求却下事由となる「公知の事実」や「真実推定の法理」、「訴訟遅延目的の
証拠申請却下の法理」などである。ドイツでは、1970年代後半に、一部刑事事件で深刻な訴訟遅延が問題とな
った状況を受けて、証拠調べ請求権を行使できる時期を制限するとか、請求却下事由を拡大するという立法提
案が行われることになる。証拠調べ請求権を制限しようとするこの立法提案は、最近まで繰り返し行われ、し
かも、それら立法提案の一部は1979年刑事手続改革法、93年司法負担軽減法、94年犯罪対策法、95年第２次
司法負担軽減法などの改正法の内容とされた。しかし、今日に至るまで、ドイツ刑事訴訟法における証拠調べ
請求権の規定の重要部分は変化していないことを確認する。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 当事者の証拠調べ請求権、証拠調べ強制という、ドイツ刑事訴訟法における極めて重要なテーマを選択し、
本格的な研究書にまとめあげた田淵氏の力量（問題を析出する力と分析する力）には確かなものがある。 
 法、権利、手続というものが実体をもって機能しているドイツ刑事訴訟法の状況を的確に紹介し、分析して
いく田淵氏の本論文は、ドイツ刑事訴訟の比較法研究として充実したものであり、刑事法研究者として多くの
理論的な刺激を与えられるものである。 
 とくに、被告人の証拠調べ請求権、証拠調べ強制について、防禦権保障としての実質をどのように確保する
のかという点にその問題の本質があること、職権主義構造をとるドイツ刑事訴訟において裁判所の真実解明の
権限と義務を補助するものというよりはむしろ、被告人の主体的防禦権の内容として証拠調べ請求権が承認さ
れ、発展したことを確認し、後者が具体的に現れる分野、すなわち、証拠調べ請求権の行使形態、請求の手続、
請求の採否基準のいずれについても、わが国のほうがドイツよりも保障水準が低いことを指摘していく部分な
どは、大きな原則論と細かな制度論、手続論の両方に卓越した分析力を示したものとして、高く評価すること
ができる。 
 他方で、証拠調べ請求権が生き生きと機能するためには、公判前の検察官側手持証拠の開示や公判前の弁護
人の独自調査活動などのありようが問題となる。そして、これらの点に踏み込んだ検討は、同時に、ドイツ刑
事手続の特殊性、外国法との違いを明らかにするうえで重要な作業となる。しかし、この点で、田淵氏は、証
拠調べ請求権に関するドイツ人研究者の比較法研究・外国法研究を詳細に紹介するにとどまっている。証拠開
示や弁護人の事前準備などのあり方は、田淵氏の今後すすむべき重要な研究分野になると思われるだけに、こ
の点で、自らの独自な研究成果と付き合わせないまま、一応のまとめをした（すなわち、公判審理型刑事弁護
と事前準備型刑事弁護の類型分けをして、その中に被告人の証拠調べ請求権論を組み込んだ）ことはやや性急
な感を否めない。 
 とまれ、そのような感をもったものの、それによって田淵氏の論文の高い価値が否定されるものではまった
くない。田淵氏の論文が、わが国の刑事手続における基本的な問題点、すなわち、実体的事実の発見、犯人の
必罰を強く標榜して、刑事裁判の治安維持機能を重視するわが国の風土の下で、手続における権利保障機能の
強化よりも刑罰権実現の効率化が目指され、それが具体的な刑事手続のありようを決定してしまっているとい
う問題点が、当事者の証拠調べ請求権（298 条1 項）という分野でも現れていること、むしろ顕著なかたちで
現れていることを鋭く分析し、そのようなわが国の刑事手続の変革を目指す、強い実践意識・改革意識に裏打
ちされながら、実践的な目的に引きずられて上滑りするということなしに、ドイツ刑事訴訟法における証拠調
べ請求権の大系を分析してみせた本格的な研究であることは疑いようのないことである。 
 博士号請求にかかる田淵氏の主論文が、これまで重要視されてこなかったテーマである当事者の証拠調べ請
求権について、従来の研究水準を大きく引き上げたものであり、博士号を授与するに相応しい内容であるだけ
でなく、田淵氏自身の高度な研究能力を示すものでもあることを、審査委員会が一致して確認したことを、こ
こに報告する。 
